








はじめに・ H ・H ・－…..・ H ・－－－－－…・・－…・・・・・……・・・・・・・・・・・・・47
I 日照権紛争の推移と行政制度の問題点.........・ H ・・・47
I-1 日照権紛争の推移と動向....・H ・－………・47
I-2 日照等街区居住環境問題の解決の






























（建築）調整員制度について…...・ H ・...・ H ・－－……55
Il-1 紛争の特徴と調整員制度の概要…...・H ・－…55
IT 2 紛争調整の実態・…....・ H ・－…..・ H ・・・・・ H ・・59
Il-3 日照等街区居住環境問題の解決と
調整員制度のあり方…......・ H ・H ・H ・...・ H ・・・63

















































46 47 48 49 
6階以上共同住宅（都・戸） i) 17, 859 15, 028 21, 985 24, 646 未集計
マンション完成戸数（都・戸） i〕
主要行政施策
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F I山「ト11…また，その紛争地点（建築予定地，不明の場合は被害住民の住居地〕の用途地域（改正後）をみると，第2種表II-3 板橋区の紛争建物の階数~ 2 F以下I3 F l 4 ? ? ??
131 64 3 7 7 8 16 16 7 s. 47 
21 176 6 
9 
' 















32 27 47 60 51 計
195 2 2 22 8 5 S47 
197 3 16 5 6 28 37 18 5 70 8 S48 
392 5 2 38 13 1 14 45 80 47 5 127 2 13 合計
図rr-t・ 夜間人口密度（s 48. 1. 1.) 
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図Il-2 容積率（S45)
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表II-6 調整実績 数字は件数， （）は次年度への継続を含む。
解決のI設（合計中変止更〉 設計銭変補更と｜｜ 金銭補償 Iあいさ直つの 協 定 書他 打（調切整・不継調続〉 計金 償 やりしアンテナ
一
s. 45年度 3 2 (1) 6 ( 7) 
s. 46年度 3 4 i 5 : 1 (1) 13 (14) 
s. 47年度 10 9 6 i 2 2 ( 2〕 29 (31) 
1: ! 
s. 48年度 5 4 2 i 2 (1) 15 (16) 









不 明 2 
15 9 4 
表II-8 紛争発生時の工事進行状況と解決のタイプ
云訂£？竺l柑の話l鞘掲示
設計変更＇ 5: 21 1, 2; '1 ! 
設変＋金銭 i 1 I 2 I !. '. 
金 銭補償 i z : i I 3 i i ! i ! 
あいさつのしなおし : 2 : I I , : 
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＼＼ 住民｜ ｜ ｜ ｜ 
＼＼ ｜守られた｜守られず｜不明｜ 計




6 I 15 8 
1 
2 2 
特にない 1 ' 6 
1 I 25 
3. 未解決の問題（建主調〉と新たな被害（住民調）
5 
不 1 I 明
13 11 
Lょ＼で！発ー l_,t.i:", I不明 計
問題あり 1 4 
な し、 7 1 19 
不 明 1 I 1 2 
計 15 i 8 2 25 
4. 調整員会の再利用ι＼竺［利fl-t7.>［凶l不明｜ 計
利用する 3 2 12 
し な し、 2 2 4 
司王 明 6 9 



















































































































































高裁判昭42.10. 26 i自民20 s 458）以来，日！照権の主
張は拡張し，違法建築のみならず，日照を妨害する高層
建築に対する，妨害排除あるいは仮処分が認められるに
及び，かかる相談が，相隣問題を内容とするものに及ぶ
ことが恰も当然であるかのごとくなってきている。
しかし，本来，行政そのものの違法・不当性に対する
苦情処理機構である以上，その機能には一定の限界が存
在し，その解決方法は間接的なものにならざるをえなか
ったとし市、うる。
(b) 民事訴訟。相隣関係の最終的な紛争処理は，裁判
所による正式な解決以外になL、。しかし，訴訟は，
前に触れたごとく費用が嵩み，時間がかかる上，最
大の難点は事後処理のために，既成事実が出来上っ
てしまうという点にあるO かかる意味で，現在の相
隣｜刻係の紛争処理には，必ずしも適した手段とはし、
し、ヵ、fc.＼，、。
IC) 民事調停。批在存在する法的に認められた制度の
'l＇では，民事調停法にもとづく民事調停の制度が，
もっとも適しているかも知れなし、。この制度は司法
系列で処理するものであるところから，一応制度的
には，公正さが確保されうることになっており，ま
た低廉であり，しかも手続については簡便であると
同時に，証拠蒐集に対する強制性も担保されてい
る。しかし，この制度の難点は，住民の身近な場所
で，差迫った問題を処理するには，なお手の届かぬ
場所にあるといった点にあるO
以上，このように制度的には，いろいろのものが存在
するが，結局，住民の目前に迫った相隣関題，自分の身
近で解決したいという住民の要請に，それらは応えられ
なかったとL、う結論になる。ここから行政相談を母胎に
しながらも，それとは異質な相隣関係の紛争問題を，民
事調停に類した形態で，しかも身近なところで解決しよ
うとする自治体の努力の結果生れたのが，この調整員制
度であったということになろう。
②ではこのように制度論的には自然発生的に誕生した
ともいうべき調整員制度が，今後維持されていくべきで
あるとするならば，その存在理由はどこにあるであろう
か。それは前述の調停との対比からも知りうるごとし
第ーに，住民の身近なところで，調整を実施しうるとい
う点にあり，第二に，調停制度と目的は同じであって
も，手段的により簡便であるという点が挙げられうるで
あろう。
板橋区の「相隣調整制度の効果的な運営について」を
眺めると，その効果として， 「早し、。安L、。うまし、。」
という点が挙げられうるとし、う。 「早し、」，すなわち
「相手方の要望等で日程が定まり，多くて4回，少くと
も1回で円満解決に至」り， 「1回1時間」であるし，
「安L、」，すなわち， 「裁判であると，日が長くかか
り，工事停止の仮処分等をすれば，工事全額の10～15,"0'
程度の保証金を積む必要」を避けうるし， 「うまし、」，
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すなわち， 「裁判では，どちらが勝っても両者に感情問
題が残るが，和解は，その場で『どうぞ今後共よろし
く』で終る」ということが挙げられている。
これらの調整員制度の効果として考えられたもののう
ち， 「早い。安い。」は現実に認められるのが， 「うま
い」という点は，今回の実態調査の結果に照してみて，
かならずしも文字通り受取ることは出来なし、。 （調整の
結果を「不満」とするものが相当数いるということを考
慮せねばなるまし、。〉しかし，それと共に看過しえない
事実は，相隣関係の紛争問題の「再発生」に当っては，
なお再利用を欲する数が上廻っているということであ
る。不満足であっても再利用したいとする数が相当ある
という事実は，結局，現実の問題を解決しようとする場
合に，それ以上の有効な機関がないということを意味す
るものというべきであろう。
そこで，調整制度は， 「早い。安L、。」と共に身近で
行われるということにその存在理由を認めうることをま
ず確認し，その上に立って，具体的に，その解決手続の
有効性を担保するために，どのような点を整備すべきか
ということを考察してみなければならなし、。
(2）調整制度のあり方
①調整方針。ところで調整制度に関してではないが，
調停制度についての存在理由については，これまでもし
ばしば論ぜられてきている。そして，このことは調整の
場合にも参考になるであろう。いま調停制度の存在理由
の主たるものを挙げれば，（a）簡易迅速低廉性，（b）円満
性，（C）妥当性のいずれかを挙げるのが通例である。この
うち，（a）については，前にかなり触れたところなので，
ここでは省略し，（b)(c）について若干触れておきたし、。
まず円満性という点については，かなり厳しい批判の
あることを紹介しておかねばならなL、。それは第ー に，
現在の住民の意識が，円満な解決を志向することより，
権利意識とそれにもとづく合理的解決を志向する型に向
いつつあるということが挙げられている。第二に，現在
の紛争は，家主と借家人といった継続的関係にあるもの
の紛争に限定されず，したがって，円満性を強調しうる
社会的基盤が脆弱化しつつあるということ，第三に，公
的機関の介入は，すでに私的解決によって円満に解決し
えない状況の下に発生していることなどが挙げられてい
る。 （佐々木吉男，調停制度・仲裁制度の現状ー調整制
度一「現代の裁判」現代法5,222～3頁）。
このことは単に調停制度の存在理由として「円満性J
を挙げることにたいする批判で、あるのみならず，本テー
マの調整制度の場合にも該当しうる批判と考えられる。
したがって「円満性」ということは，結果的にもたらさ
れるべきもので，方針として採択されるべきものではな
いということができるであろう。
次に（C）の「妥当性」ということであるが， 「妥当性」
を調停制度の存在理由として挙げる有力説は，訴訟にお
いて適用法規を欠くとしづ場合をさらに細分化し，収）適
用すべき法が実際に存在しない場合，（ロ）適用すべき法は
存在するが，具体的事件を解決するに不十分である場
合，付適用すべき法は存在するけれども，それを適用す
ることが不適当なので適用すべきでないと考えられる場
合に分ける。そして，げ）は条理による裁判が，（ロ）は適用
すべき法のわくの範囲で条理による裁判が可能である
が，付の場合には，条理による裁判が可能であるとして
も，適用すべき法が存在しないとみたり，あるいは，当
該法の解釈という名目で行われなければならぬという擬
制が必要であり，ここに調停が発生し，しかも，条理を
直ちに萎準となしうるとしたところに，訴訟と異なる利
点があると主張する。 （前掲223～4頁）しかし，この
ような有力な主張に対し，さらに前記（イ）納付とL、う事象
のように載然たる区分は不可能であるとし、う批判もあ
る。そして，わたくしもこの批判は，正鵠をえており，
調停は付の場合に限定される理由はないようにおもわれ
る。
では，かかる批判者は，調停制度の存在理由を何にも
とめているかというと，訴訟が一定の法定手続を前提と
する以上，その法制度の「限局性」に拘束され，相対的
・間接的・部分的で・あり，生活現象たる民事紛争を，直
接的かつ全体的に対象として，公正なる解決を計ろうと
するときは，調停制度のごときものが要請されざるをえ
ないという。 （前提224～5頁〉。
このように眺めてくると，この調停制度の存在理由は
調整備l度にも妥当する。生活現象として生ずる相隣問題
も，従来の解決機構では不十分であり，解決の妥当性を
確保せんとするならば，それを全体的直接的に捉える必
要があり，その住民の要請に応じて発生したのが，この
調整制度であるとするならば，その手続は全体性直接性
というファクターを包摂するものでなければならず，そ
こに妥当性が結果するということになるであろう。
そこで以下，構成・手続・調整後の処置につき，前記
観点から若干の問題点を指摘してみたいと考える。
②構成。調整制度が紛争解決の機構である以上，第一
の要件として，紛争に利害関係をもたぬものによって構
成されるということが要求される。この点にかんする現
実の状況を知ることはできないが，一応確保されている
という前提で論をすすめてみたい。
そこで次に前述のごとく，調整制度が，その紛争状況
を直接的・全体的に把握して処理するものでなければな
らぬとするならば，その状況を分析しうる「能力」をも
つものがその委員にならねばならない，ということが要
求されてくる。
そこで板橋区の場合，かかる調整員に委嘱されるもの
を眺めてみると， 「相隣問題（建築）調整業務要領」の
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「5委嘱」の項で， 「①弁護士の資格を有する者2名」
「②板橋区民のうち建築問題等に深い知識を有するもの
4名」ということが規定されている。
かかる調整に当っては，いろいろの視点から問題の解
析を行わねばならぬが，その問題の法的枠組と，両当事
者の言い分を公正に聴く手続を運営していくことが出来
うるものとして，制度的に弁護士の資格を有する者が挙
げられているのは妥当であろう。さらに，そのことを前
提として，建築問題等に深い知識を有するものを構成員
としていることも，制度的には妥当であるといえる。
しかし，他方板橋区の「相隣調整制度の効果的な運営
について」の「三，調整員」では， 「人柄による組み合
せが，解決を早めるポイン卜である。調整員の一組の人
数は， 2～3人が最適。調整員の選出は，弁護士，人権
擁護員，簡裁調停員，お寺の住職や神主等が適する」と
述べられている。この考え方には若干の疑問がある。各
調整員が公正な判断をなしうる者であるべきことはいう
までもないとして，パネノレが「人柄による組み合せ」を
主眼としたことにたいしては，前述の「調整方針」の項
の「円満性」にたいする批判がこの箇所でも妥当するこ
とになると考える。かかる調整制度が事案を大量的合理
的に処理することになる場合には，当然，制度論とすれ
ば，その専門技術性を生かした組み合せで、ならねばなら
なくなるからである。
もちろん，かかる調停・調整には，いろいろの型が存
在しうるし，また，型を考えることが有効である場合も
多い。しかし，本テーマの相隣問題の調整にかんして
は，法的問題，すなわち，権利義務問題の他に，事実問
題の複雑性が絡らんでいるo したがって，これらの事実
問題の解明にかんしては，専門家の知識に侠っところが
多いといわざるをえなし、。
現実に，かかる理念が貫徹しうるか否かは，その他の
社会的諸要因に規定されるところも多いが，一応制度論
として考える場合には，次に触れる手続の公正さと構成
員の専門性への信頼の二つが担保されるよう構成される
以外にないであろう。
かかる見地に立てば，板橋区の前記の「効果的な運営
について」において挙げられた構成は，かならずしも妥
当ではなく， 「相隣問題（建築）調整要領」の見地に立
って構成され，パネルが組まれるべきで、あると考える。
③手続手続にかんしては，調整という手段が，調整
結果を担保する手段をもっていない，ということを念頭
において，手続のあり方を考察するということが重要で
ある。換言すれば，結論が当事者によって尊重されるこ
とがあるとするならば，かかる手続により導き出された
結論ならば，当事者としてそれ以上争うことが不要であ
るという意識をもたせることが重要であろう。したがっ
て，かかる事実上の合意が権威をもつように手続をどう
進めるかということは，制度論としては大切なことがら
である。
いまその手続上，重要視されるべきポイントを若干挙
げれば次のごとくである。
(a) 当事者の言い分を十分に陳述しうる機会が与えら
れなければならなし、。
(b) 当該紛争事案において，当事者のどちらの主張が
より合理的かを明らかにしうるため，相手方の主張
・証拠に対する対質の機会が与えられねばならな
い。ただし，司法手続と異なるため，その手続の進
行は，堅苦しくない雰囲気の下でおこなわれねばな
らなし、。
(C) 当事者の一方である住民が，しばしば専門的知識
を欠くため，調整員の職権探知主義による証拠蒐集
方法も認められるべきで、ある。
(d）立証にかんする方法は，司法手続の場合のごと
く，厳格な方式によるべきではなく，場合によって
は討論的やりとりで行われてもよいが，原則とし
て，現状変更を惹起させる要素をもっ側が，その被
害をうける側に対し，その侵害的影響を最小限度に
くいとめうるかということについて，資料を提供
し，説明するようにせねばならぬ。
（巴） 調整は補償よりは設計変更を目標とすべきであ
り，やむをえない場合に補償による解決をこころみ
るべきであろう。
④調整後の処置。調整の結果は事実上の和解にすぎな
いので，その実効性を担保するために，できるかぎり文
書によって，その合意事項を記述しておくのが適当であ
る。そして，その写は当局で保管しておくべきであろ
う。
また，合意、事項の実効性を調査しておくことが，調整
を実施する当局の責務の範囲内であると考えられるの
で，時々追跡調査することが調整の参考となろう。
(3）今後の調整員制度
前にも触れた「相隣調整制度の効果的な運営につい
て」においては， 「相隣調整制度がし、かにうまく運蛍さ
れても，これらの諸問題は永久不変に，この方法の上に
あってはならないと思う。つまり，この制度は，今後日
照権，電波障害保証権等，法律が制定される迄の暫定処
置と考えるべきで，それ迄の聞は， （人の心と心のつな
がり，考え方等，）良きアドパイザーとして運用されるべ
きでなくてはならないと思う」と指示されているO この
指摘のうち，調整制度が法的根拠をもたぬ以上， 「暫
定j的なものにならざるをえぬとした点は妥当なものと
いいうる。
しかし，前述のごとく，調整は民事調停とその存在意
義においては同類であるが，民事調停の欠陥・不適合性
の点をカバーするために生れてきたものである。したが
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って，今後の調整制度を考える場合に，この調整制度の
ポイントである住民に接近したところで調整がおこなわ
れるとし、う仕組みは維持されねばならないだろう。その
上に立って，かかる調整員制度を法制化し，手続的保障
をあたえ，審判所的な機構へ発展されうることが望まし
し、。
②しかし，今後の相隣関係の紛争を未然に防止するた
めには，徽密で，しかも，住民のためになる都市計画の
たてられることが前提となる。かかる計画は多数住民に
関係するので，それが有効に機能するためには，いわゆ
る事前手続，すなわち，地域住民に計画案を提示し，決
定前に利害関係者に異議申立の機会を与える等の手続が
不可欠である。これらの手続は，西欧社会ではすでに有
効に機能している。
調整員制度も，事後救済よりも事前措置において機能
する制度に発展することができれば，より一層有効にな
ろう。
註
l〕確認は，計画通知も含めた数字（板橋区調査資料〉
着工は，昭和47年1月～12月の合計（建築統計年報
．東京都1973〕
2〕新用途地域の板橋区での割合は， 1専11.%, 2専35
.%，住20.%，近商5.%，商5.%，準工18.%，工・工
専6%で，東京都の区部全体と比較すれば， 1専が
少なく 2専・住居が多く，土地利用が混合している
ことをうかがわせる。
3）住民に対しては， 「建物の完成後予想もしなかった
ような問題が発生したか」を問い，建主には「調整
後も未解決の問題があるか」を問うたもの。
4）全紛争事例（392件）に対する郵送アンケート調査
によると，被害者側が実感する被害項目より建主側
の認める被害ははるかに少ないとの結果が出た。
「板橋区の日照等紛争に関する調査書」
（板橋区建築部・都立大都市計画研究室，昭和50年
9月）参照。
